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Ⅰ．令和４年農政対策の主な結果について

① 令和４年は、コロナによる物流の混乱、ロシアによるウクライナ侵攻などにより、食料安
定供給リスクが高まるなか、「食料安全保障の強化」や肥料・飼料・燃料など生産資材高
騰への対応を主要事項として農政活動を展開。

② 本会は、実参加とＷＥＢを併用した緊急全国大会の開催や、都道府県中央会等と連携
した機動的な働きかけ等を行い、その結果、ＪＡグループの要望・考えが予算等に反映。

③ 政府・与党は、食料・農業・農村基本法の総合的な検証・見直しを開始。自民党が決定
した基本法の見直しに向けた提言にＪＡグループの意見が反映。

＜令和４年の農政対策の主な結果概要＞
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【税制】

農林漁業用A重油等の免税・還付措置、肉用牛免税、農業経営基盤強化準備金
制度などの重要税制の延長を確保！

特にA重油については、農水省要望（３年延長）を越える５年延長を実現！ 3

【基本法の見直し】

政府・与党は、基本法の見直しに向けた検討を開始！

自民党が11月30日に決定した提言において、
① JAグループの意見が反映された「基本法の見直しに向けた論点」が明記！
② 令和５年度中の「基本法改正案」、「関連法案」の国会提出を視野に検討の
加速化を要求！
⇒ 令和５年５～６月にも政府の中間とりまとめが行われる見込み！

【予算】

ア．既存の予算に加え、食料安全保障関連対策が新たに措置！

⇒１，９２５億円（４年度補正１,６４２億円、５年度当初予算２８３億円）

中長期的な予算確保に向け、「食料安全保障強化政策大綱」が決定！

イ．肥料・飼料・燃油など生産資材高騰・物価高騰対策が措置！
⇒３，１７０億円（予備費２,０４３億円、４年度補正１,１２７億円）

ウ．水田関連予算は、過去最大規模の総額約４,１００億円を確保！
（４年度補正１，０２４億円、５年度当初３,０５１億円）



【品目別対策】

≪水田≫
ア．畑地化促進事業（250億円）、畑作物産地形成促進事業（300億円）、麦・大豆国産
シェア拡大対策（麦・大豆）（80億円）、米粉の利用拡大対策事業（140億円）など、

食料安全保障に資する輸入依存穀物の増産が大きく盛り込まれた水田フル活
用予算を確保！（約4,000億円）

イ．令和４年産の水田活用の直接支払交付金の不足分も措置！（190億円）

≪畜産・酪農≫
ア．配合飼料対策（６，７５０円/トン）・酪農対策（都府県１万円/頭、北海道７，２００円/頭）を確保！

（予備費５０４億円）

イ．生乳の生産抑制対策（１５万円/頭） 、乳製品の在庫低減対策等を確保！
ウ．補給金単価等の引き上げ、対象数量のアローワンス（＋１０万トン）が措置！

（抑制５７億円、在庫対策等６５億円、補給金単価等１１．３４円/kg（＋０．４９円/kg））

エ．保証基準価格（和子牛）の引き上げ、和牛肉保管・子牛対策の後継を確保！
（黒毛和種の保証基準価格５５６千円/頭（＋１５千円/頭）、保管対策４０．５億円等）

≪青果≫

ア．産地生産基盤パワーアップ事業等の予算を引き続き確保！（３０６億円）
イ．野菜価格安定対策事業の予算を確保（２３７億円）し、
収入保険との同時利用期間を延長！収入保険に災害特例が新たに措置！

≪甘味≫
生産者交付金単価を実質引上げ！
（さとうきびは同額（関連対策＋４５０円/㌧相当）、でん粉原料用かんしょ＋１,３２０円/㌧等） 4
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＜令和４年に⾏った主な要請＞
・緊急要請（４月）
・政策提案（５月）
・当初予算（７月）
・生産資材高騰対策（７月）
・経済対策など重点要請（10月）
・米対策（10月）
・税制改正要望（11月）
・⻘果対策（11月）
・畜酪対策（５月、12月）
・甘味資源対策（11月）

47都道府県全ての県域におい
て、取り組みを実施︕

JAタウンを用いたキャンペー
ンにおいては、受注実績（前年
同期比155％）新規会員登録数
（前年同期比156％）を記録︕

＜国消国産月間の取り組みを全国的に展開＞

上記の対策確保に向け、農政運動を強力に展開！

①農水大臣等へ要請等を実施(10回)

②３月農政推進セミナー、5月政策推進大会、７月生産資材高騰対策等緊急全国大会、
1０月基本農政確立全国大会を開催

③会長をトップに与党幹部・農林幹部・農水省等へ連日働きかけを実施

④農政の動きを詳細かつリアルタイムに発信（連絡情報発行約100回、農政日程予報、大会広報版、全国説明会）

⑤「肥料価格高騰対策事業」について、全国説明会を開催（3000名）したほか、実施方法につい
て政府と折衝

⑥国民理解醸成・行動変容に向けて、「国消国産月間」の運動を展開（4700万人に展開）



（３月８日開催）
農政推進セミナー

WEB参加：4,200名超

（５月１３日開催）
政策推進全国大会

実・WEB参加：約4,350名

（１０月１４日開催）
農政推進緊急全国大会
実・WEB参加：約4,100名
国会議員：166名
（代理出席含む）政策推進全国大会広報版

（30万部超） 6

（７月２２日開催）
生産資材高騰対策

基本農政確立緊急全国大会
実・WEB参加：約5,000名

学習資材の作成・配布により、
国消国産月間の取り組みを実施

（4,700万人に展開）
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＜ＪＡグループ山形の取り組み＞
⇒全国・ブロック段階の取り組みに参加・参画するとともに、
以下の取り組みを通じ、生産現場の意見を全国段階へ積み上げ！

＜4月＞

予算・税制、水田農業をはじめとした品目別対策等の実現に向けて全国段階への意見積み上げ

⇒ 組織協議等を通じて生産現場の意見を全国段階に積み上げるとともに、関連する政府会議

への出席および発言を県選出国会議員に都度働きかけるなどして、ＪＡグループからの政策

提案の実現に向けた取り組みを推進。

＜5月＞

政策推進全国大会への参加と、その機会を活用した要請の実施【基本農政確立対策費：8万】

⇒ 喫緊の課題である生産資材の価格高騰対策や再生産に配慮された適切な価格形成の実現に

向けた対策、さらには水田活用の直接支払交付金の見直し等に関する水田・畑作農業対策等

に向け、県選出国会議員に生産現場に寄り添ったきめ細かい支援を要請。
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＜6月＞

食と農と生命を守る北海道・東北地区ＪＡ代表者集会への参加【基本農政確立対策費：8４万】

⇒ 食料安全保障の強化に向け、政府・与党代表者や農林水産副大臣に万全な施策の実現を

要請。

＜7月＞

生産資材高騰対策基本農政確立緊急全国大会への参加と、その機会を活用した要請の実施

【基本農政確立対策費：８万】

⇒ 肥料・飼料・燃油等の生産資材価格の高騰・高止まりにより、営農継続が危機的な状況で

あることから、生産資材高騰対策の具体化をはじめ、将来を見据えた食料安全保障の強化に

向けた施策の思い切った拡充に向け、県選出国会議員に支援を要請。
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＜8月＞

「食と農と生命を守る山形県代表者集会」の開催【基本農政確立対策費：300万】

⇒ 食料安全保障の強化に必要不可欠な政策の実現と、それを支える県民理解の醸成に向け、

友誼団体を含む800名規模の集会を開催。県選出国会議員に政府への強力な働きかけを要請。
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＜10月＞

農政推進緊急全国大会への参加と、その機会を利用した要請の実施【基本農政確立対策費：3１万】

⇒ 食料安全保障の強化を最重点事項として、経済対策・補正予算を含め、持続可能な農業・

農村に向けた万全な予算の確保・政策の確立について、県選出国会議員に要請。



山形県農業・農村施策および予算関係

11

本県独自の生産資材価格高騰等への支援に向けた補正予算を確保
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ＪＡグループの要請を踏まえた令和５年度農林水産当初予算を確保
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＜5月、9月、10月＞

山形県農業・農村施策および予算等に関する要請の実施【作物別、課題別対策費：5３万】

⇒ 本県農業・農村施策および予算の充実・拡充、生産資材価格高騰等にかかる本県独自の生産

者支援に向け、県知事への要請（5月、10月）、県議会農林水産常任委員への要請（9月）を

実施するとともに、生産現場の声を県政に反映していただくよう意見交換を実施。

⇒以下の取り組みを通じ、生産現場の声を県政に！！
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Ⅱ．令和４年農政対策の
個別結果について



１ 予算関係

予備費・４年度補正予算・５年度当初予算で、ＪＡグループの要請をふ
まえた大規模な予算を確保

〇食料安保構造転換対策（1,642億円）
・肥料の国産化・安定供給確保対策（270億円）
・米粉の利用拡大支援対策（140億円） 等

〇品目対策

・畑作物の本作化対策（1,144億円内数）（新規）
・産地生産基盤パワーアップ事業（306億円）
・畜産クラスター事業（619億円） 等
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４年度農林水産関係補正予算額

８，２０６億円
うち、食料安保構造転換対策1,642億円

〇食料安全保障の強化に向けた
構造転換対策
⇒
・畑作物の本作化対策：22億円（新規）
・肥料原料備蓄対策：１億円（新規） 等

〇国民の理解醸成と需要拡大の推進
⇒
・消費者理解醸成・行動変容推進事業：62億円等

〇品目別対策・経営安定対策
⇒
・水田活用の直接支払交付金：3,050億円
・畜産・酪農経営安定対策：所要額2,265億円
・収入保険制度：306億円 等

新設

≪主な対策等≫

≪主な対策等≫

拡充

拡充または前年同程度の予算を確保

５年農林水産関係当初予算額

２兆2,683億円
うち、食料安保構造転換対策２８３億円

令和４年度コロナ等対策予備費

肥料価格高騰
対策事業

飼料価格高騰
緊急対策事業

地方創生臨時
交付金

788億円 ５０４億円 １兆2,000億円
（4月：8,000億円、9月：4,000億円）



２ 生産資材価格高騰への対応①肥料

肥料価格高騰に対し、肥料コスト上昇分の７割を補てんする「肥料価
格高騰対策事業」が措置

生産資材価格の推移
予備費：７８８億円

化学肥料の２割低減の取り組む事業者に対し、

肥料コストの７割を補てん！

肥料価格⾼騰対策事業概要

≪取り組みメニューの例≫
・ 土壌診断による施肥設計
・ 生育診断による施肥設計
・ 堆肥の利用、下水汚泥の利用など国内資源の利用
・ 有機質肥料の利用
・ 緑肥作物の利用
・ 局所施肥（側条施肥、ドローンの活用等）の利用
・ 地域特認技術（都道府県協議会が認める技術）の利用

≪支援金算定方式≫
⽀援額＝肥料コスト増加分×0.7

肥料コスト増加分＝当年の肥料購⼊費ー
（当年の肥料購⼊費÷価格上昇率÷使⽤量低減率）
※ 価格上昇率︓当年と前年の農業物価統計から算出。
※ 使⽤量低減率︓使⽤量低減には時間がかかることを考慮し、本年秋

肥及び来年春肥の使⽤量低減率を１割（0.9）とする。
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≪肥料価格高騰の背景≫
①主要原料を海外輸⼊に依存
②ウクライナ情勢の不安定化
③中国等の輸出制限による需給ひっ迫



２ 生産資材価格高騰への対応②飼料・燃料

配合飼料や購入粗飼料、燃料等の価格高騰に対応し、予備費や補
正予算による支援策を措置

飼料価格⾼騰緊急対策（予備費504億円）

4年度第3四半期に、配合飼料価格安定
制度とは別途、生産者に補塡⾦を交付
（配合飼料6,750円/トン）

購⼊粗飼料等の高騰の影響を受ける
酪農経営に補塡⾦を交付（都府県
10,000円/頭、北海道7,200円/頭）
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飼料⾃給率向上総合緊急対策(補正120億円)

畜産農家等が耕種農家等から⻑期計画に
基づき飼料供給を受ける取り組みを⽀援
（⻘刈りとうもろこし等7,800円/トン、

子実用とうもろこし12,000円/トン）

県内流通も含め国産粗飼料の広域流通を
⽀援（50~100km︓2,000円/トン等）

施設園芸等燃料価格⾼騰対策(補正85億円)

電気・ガス価格激変緩和対策事業
（経済産業省 補正３兆1074億円）

また、A重油や灯油の価格を抑制する
燃料油価格激変緩和対策事業を継続

令和４事業年度が期限であったが、
令和５事業年度以降も継続

基⾦の積み増し（85億円）に加え、
ガス（LPガス、LNG）を対象に追加

使用量に応じて電気料⾦を引き下げ
（低圧︓7円/kWh、高圧︓3.5円/kWh）

農業用やJA施設用など、
用途を問わず引き下げ対象

（上限使用量なし）
ヒートポンプ



２ 生産資材価格高騰への対応③地方創生臨時交付金

様々な生産資材価格が高騰するなか、予備費を活用した地方創生臨
時交付金により、地域実態に応じた支援が措置

北海道：省エネ機器等の導入支援、
飼料生産用機械の導入支援、肥料
3125円/t支援

山梨：学校給食への提供など
畜産物消費拡大や自給飼
料設備の導入支援など経
営体制強化を推進

岐阜：省エネ設備導入支援

三重：配合飼料・粗飼料
の購入費支援（1/2以内）

福岡：肥料価格上昇分の1/2を支
援、小麦の生産拡大・生産性向
上支援

鹿児島：配合飼料価格
安定制度生産者負担
経費の一部を支援

和歌山：燃油価格上昇
分の１/４支援、飼料価
格上昇分１/２支援
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宮崎：ハウス被覆資材・マルチ資
材等の価格上昇分の１/２を支援、
省エネ機器等の導入支援 等

＜地⽅創生臨時交付⾦を活用した
地⽅公共団体の⽀援（例）＞

多くの地方自治体において、
地域実態に応じた⽀援策が措置︕︕

8,000億円
４月

4000億円
９月

1兆2,000億円

＜予備費を活用した地⽅創生臨時交付⾦の拡充＞



３ 食料安全保障予算の確保と基本法の検証・見直し①
～原油価格・物価⾼騰等総合緊急対策（予備費）に向けた取組〜
令和４年４月の緊急対策にJAグループの緊急要請の内容が反映さ
れ、資材高騰対策等が措置（予備費：７５１億円）

ＪＡグループの緊急要請のポイント
（緊急対策関連抜粋）（４年４月）

原油価格・物価高騰等総合緊急対策の概要
（令和４年４月決定）

１．食料安全保障にかかる大胆な緊急対策と基
本政策の確立

・ 資材高騰等にかかる農家経営の影響緩和に
向けた大胆な緊急対策の実施

２．生産資材対策

・ 当面の営農継続や必要な生産資材の確保に
向けた緊急的な対策の実施

（肥料原料の確保に向けた取り組みへの支援
の創設、肥料価格高騰の影響緩和対策の措置、
燃油・飼料に関するセーフティネット対策の安
定運営･拡充、環境負荷軽減の取り組みへの
支援）

３．流通・消費対策

・ 国産農畜産物の利用拡大・切替を行う食品
産業等への支援の実施

 肥料の安定調達・価格高騰対策
①化学肥料原料調達支援緊急対策事業（100億円）
②肥料コスト低減体系緊急転換事業 運用改善

 飼料の価格高騰対策
①配合飼料価格高騰緊急対策事業（435億円）
②飼料穀物備蓄・流通合理化事業 運用改善

 食品原材料の価格高騰対策
①輸入小麦等食品原材料価格高騰緊急対策事業
（100億円）
②国産小麦供給体制整備緊急対策事業（25億円）

 金融支援対策
①農林漁業者に対する金融支援対策 運用改善

 孤独・孤立対策等
①フードバンク活動強化緊急対策事業（１億円）
②政府備蓄米の活用拡大 22



JAグループの政策提案をふまえ、自民党の提言（中間とりまとめ）に
食料安全保障予算の確保や基本法見直しの考えが明記
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３ 食料安全保障予算の確保と基本法の検証・見直し②
～自民党「食料安全保障の強化に向けた提言」に向けた取組～

≪⾷料安全保障の強化に向けた主な検討の視点≫
 国内農業生産の増大

・輸⼊依存度の高い⼩⻨、大⾖、飼料用とうもろこしなどの思
い切った増産対策

・中⼩・家族経営を含む多様な担い手の育成・確保
・圃場整備・⼟地改良、技術開発等の⼀層の加速化

 米粉の利活用拡大など、⾷品産業における国産の利用拡大・切
替の強⼒な推進

 生産資材の安定供給体制の確⽴、輸⼊依存からの脱却
・国内資源の有効活用等に向けた抜本的な体制整備、施策の拡充
・価格高騰に備えた影響緩和対策、備蓄体制の整備

 環境調和型農業の推進、多面的機能の再評価
 国⺠理解の醸成・⾏動変容、再生産が可能となる適切な価格形

成の実現
 農地の適正利用の強化
 農村の振興や条件不利地域への⽀援拡充
 適切な⾷料の輸⼊・輸出・備蓄
 災害等への対応強化、⾏政・関係団体の取組強化 など

【令和４年度⾷料・農業・地域政策の推進に向けた
ＪＡグループの政策提案（抜粋）】

 コロナ・ウクライナ情勢により顕在化した食料安定供

給のリスクにより、局面が変わり、カーボンニュートラ

ルとあわせ、『食料安全保障の強化』は、「国家の喫

緊かつ最重要課題」

 我が国の食料安全保障の強化に向けて、４月決定の

「総合緊急対策」を第１弾とし、第２弾として、既存の

通常予算・ＴＰＰ予算とともに、思い切った「食料安全

保障予算」を新たに確保し、農林水産関係予算の拡

充と再構築を図る必要

 幅広い観点から「食料・農業・農村基本法の検証・見

直し」を行い、「数十年先を見据えた食料・農林水産

政策」を確立すべき

【⾃⺠党「⾷料安全保障の強化に向けた提⾔
（中間とりまとめ）」（令和4年5月）】

自⺠党の中間とりまとめをふまえ、6月
に閣議決定された骨太⽅針等で⾷料安全
保障の強化が大きく位置づけられるとと
もに、⾃⺠党参議院選挙公約に⾷料安全
保障予算の確保等が明記︕



JAグループの重層的な要請をふまえ、政府・与党は基本法の見直し
に向けた検討を開始。中長期的な予算確保に向けた大綱を決定
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３ 食料安全保障予算の確保と基本法の検証・見直し③
～基本法見直し議論開始と食料安全保障政策大綱の決定～

（9月9日）
岸⽥総理は、基本法の⾒直しを表明

（9月29日）
農⽔省は、⾷料・農業・農村政策審議会の下に「基本法検証部会」を設置、議論を開始
⇒以降、月2回のペースで協議

（10月20日）
自⺠党は、「⾷料安全保障に関する検討委員会」で基本法⾒直しに向けた議論を開始
（PTにて具体的な検討）

（11月30日）
自⺠党は、「⾷料安全保障強化政策大綱の策定と⾷料・農業・農村基本法の⾒直しに向けた
提⾔」を決定
⇒JAグループの基本的考え方（素案）が反映された「基本法の⾒直しに向けた論点」を記載

令和5年度中の基本法改正案と関連法案の国会提出を視野に検討の加速化を要求

（12月27日）
政府は、⾷料安全保障政策大綱を決定

基本法⾒直しに向けた動き



１ スマート農林水産業等による成長産業化
２ 農林水産物・食品の輸出の促進
３ 農林水産業のグリーン化 25

（参考）食料安全保障強化政策大綱のポイント

１ 食料安全保障の強化に向けた構造転換の実現
（１）食料生産に不可欠な肥料、飼料等を、国内資源の活用等へ大きく転換
➣ 堆肥・下水汚泥資源の肥料利用拡大、堆肥等の広域流通、肥料原料の備蓄等により、肥料の国産化や安定供
給を確保するための対策の実施

➣ 耕畜連携による国産飼料の供給・利用拡大、養殖飼料（魚粉）の国産化の推進
➣ 園芸から酪農畜産、林業、水産業まで、幅広く省エネ技術の導入加速化 等

（２）安定的な輸入と適切な備蓄と組み合わせながら、過度な海外依存からの脱却
➣ 水田を畑地化し、麦・大豆等の本作化の促進
➣ 輸入小麦に代わって、国内生産が可能な米粉の生産・利用の拡大支援
➣ 食品事業者における国産切替えなどの原材料の調達安定化の推進等

２ 生産資材等の価格高騰等による影響の緩和
（１）農林水産業の経営への影響の緩和
➢ 肥料、配合飼料、燃料の高騰へ対応 ➢ 日本政策金融公庫による資金繰り支援

（２）適正な価格形成と国民理解の醸成
➢ 国民理解醸成に向け情報発信 ➢ 食品ロス削減・フードバンクへの支援 等

Ⅰ．⾷料安全保障強化のための重点対策

Ⅱ．新しい資本主義の下で講ずる他の主要施策

〇 本政策大綱では、令和４年度第２次補正予算で措置された食料安全保障構造転換対策を中心に、食料安全保障
の強化のための重点対策を位置付け、継続的に実施。

○ 令和５年度中の改正案の国会提出も視野に入れた食料・農業・農村基本法の見直しの検討結果を踏まえ、本政策
大綱も必要に応じて施策の見直し。KPI（成果目標）についても随時改善。



４ 農村対策

農山漁村発イノベーションや農村ＲＭＯの育成等を推進
深刻化する鳥獣被害の対策を充実・強化

⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦
令和５年当初97億円＋令和４年補正
37億円︕

〈⿃獣捕獲等の強化〉
⇒捕獲等の強化に向けて、既設柵の地際

補強資材等の⽀援や、ICT活用の定着に
向けた取組や、⿃類に対する総合的な
対策の実施を追加︕

〈ジビエ利用拡大の推進〉
⇒広域搬入体制の全国展開に向けたモデ

ル地区の整備や、衛生管理の知識を有
する捕獲者の処理加⼯施設の⼈材の育
成を⽀援︕

⿃獣被害対策
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農村対策

農⼭漁村振興交付⾦
令和５年度当初９１億円＋令和４年補正
14億円︕

＜最適⼟地利用総合対策＞
地域ぐるみの話し合いによる最適な⼟地利用
構想の策定を⽀援︕（最大1000万円等）

＜農⼭漁村発イノベーションの推進＞
新商品開発・農泊推進・農福連携
等の取り組みや必要な
施設等の整備を⽀援︕

＜農村ＲＭＯ（農村地域づくり事業体）の育成＞
⾏動計画の作成や実証事業
等の取り組みを⽀援︕

農業交流拠点を核とした6次化・観光農業

農地周辺等の草刈り作業



項目 結果 減税効果等

⇒ 農林漁業用A重油に対する石油石炭
税等2,800円/klが免税・還付
（軽油は760円/kl還付）

⇒ A重油：５年延⻑
⇒  軽油：３年延⻑
※JAグループが制度の恒久化を要望する
なか、農水省の要望水準（３年延長）を超え
る延長期限で決定

⇒ 100万円/頭未満（交雑種は80万円、
乳用種は50万円未満）の肉用牛の売却
にかかる所得税・法人税を免税（ １経営
体当たり1,500頭以下）

⇒ 3年延⻑

⇒ 交付金を準備金として積み立て（必要
経費に算入）、農地等の取得のため取
り崩した場合、圧縮記帳が可能

⇒ ２年延⻑
※対象となる特定農業用機械等から取得価額が
30万円未満の資産を除外
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５ 税制関係

A重油等の免税・還付、肉用牛免税、準備金制度など農業関係税制
を延長。インボイス制度については、影響緩和措置を創設。

AA重油等に対する石油石炭
税の免税・還付措置

肉用牛免税

約3６億円 減税
＊Ｒ２年度実績

約１０１億円 減税
＊Ｒ２年度実績

延⻑

農業経営基盤強化準備金
制度 約１４９億円 減税

＊Ｒ３年度実績

インボイス制度の円滑な制度移行のため、一定規模以下の事業者の行う1万円未満の取
引について、帳簿のみで仕入税額控除を可能とする事務負担軽減措置（6年間）等が措置



６ 品目別対策関係
（１）水田農業対策①
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過去最大規模の予算を確保（総額約4,100億円）

４年産の作付転換にかかる
⽔⽥活用直払予算の不⾜分

190億円 （４年度補正）

４年産への⽀援

①畑地化促進事業

250億円 （４年度補正）

②畑作物産地形成促進事業

300億円 （４年度補正）

③⽔⽥活用の直接⽀払交付⾦

3,050億円 （５年度当初）

５年産への⽀援

予算総額約４,１００億円を確保︕

④国産⼩⻨・大⾖供給⼒強化総合対策

65億円 （４年度補正、５年度当初）

⑤⽶粉の利用拡大対策事業（⽶粉用⽶）

140億円 （４年度補正）

⑤国産シェア拡大対策（⻨・大⾖）

80億円 （４年度補正）



（１）水田農業対策②

昨年同等規模の予算確保により、輸入依存穀物の増産など
畑地化推進を含む中長期的な産地形成への取り組みを支援

【畑地化促進事業（250億円）】
・畑地化⽀援の畑作物（⻨、大⾖、飼料作物

（牧草等）、子実用とうもろこし、そば等）
にかかる⽀援単価拡大・定着促進⽀援新設

（14.0万円/10a、2.0万円/10a×５年間）
・⼟地改良区決済⾦等⽀援を措置
（定額（上限25万円/10a））
・体制構築⽀援を措置（専用品種確保にかかる取組含む）

（定額（１協議会当たり上限300万円 ））

【⽶粉の利用拡大⽀援対策事業（140億円）】
・商品開発、製造能⼒の強化、専用品種の生産

拡大を⽀援

【国産⼩⻨・大⾖供給⼒強化総合対策（65億円）】
・営農技術の導⼊等により生産数量を増加させ

る産地に対して⽀援（畑地も対象）
（最大1.0万円/10a）
・産地や実需が⾏う安定供給の取り組みへ保管

経費等の⽀援（⻨の⼀定期間保管、大⾖の⻑期保管モデ
ルづくりなど）

【国産シェア拡大対策（80億円）】
・⻨、大⾖の生産数量を増加させる産地に対し

て機械や施設の導入を⽀援（「産地パワーアップ計
画」の策定は不要）

・ストックセンターの新設や既存施設の改修を
⽀援

主な拡充事項等
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・交付対象⽔⽥の要件︓「⽔稲作付け」のみ⇒「１カ月以上⽔張り＆連作障害発生なし」も追加
・飼料用⽶の専用品種化について、令和５年産は現⾏⽀援を維持し、令和６年産から⼀気に⽀援

単価減額のところを、令和６年産〜８年産までの段階的減額となる経過措置を確保
・自⺠党決議に「生産現場における最適化に向け、必要な⽀援を講じること」と明記

経過措置の確保等



（２）畜産・酪農対策①（畜産関連）

畜産物価格・関連対策、生産基盤対策の万全な予算・措置を確保
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保証基準価格（和子牛）の引き上げ等

※乳用種、交雑種は据え置き

生産コストが上昇するなか、保証基準価格（和子
牛）の引き上げを確保︕

５年度
⿊⽑和種 ５５６千円（＋１５千円）
褐⽑和種 ５０７千円（＋ ９千円）

その他肉専用種 ３２５千円（＋ ５千円）

さらに、臨時対策（５年１~１２月）も措置︕
※和子牛のブロック

別平均売買価格が
発動基準を下回っ
た場合、差額の４
分の３を⽀援

発動基準
⿊⽑和種 ６００千円
褐⽑和種 ５５０千円

その他肉専用種 ３５０千円

⾷肉事業者が⾏う産地と連携した和牛肉
の需要開拓の取り組みに対し、奨励⾦を
交付

和牛肉需要開拓⽀援（４０．５億円）

コロナ禍で措置された和牛肉保管在
庫⽀援の後継対策を確保︕

増頭奨励⾦（所要額64億円）

畜産クラスター事業（所要額555億円）

生産基盤対策

厳しい指摘もあるなか
必要な予算を確保︕

繁 殖 雌 牛︓２４.６万円/頭（飼養頭数５０頭未満）

〃 ︓１７.５万円/頭（飼養頭数５０頭以上）



（２）畜産・酪農対策②（酪農関連）

関連対策も含め、酪農情勢に最大限配慮

厳しい酪農経営・生乳需給等に配慮した対策を確保

酪農緊急パワーアップ事業（６５億円）

消費減退により加⼯仕向けが対象数量を超え
た場合、指定団体等に補給⾦等相当額を交
付︕（最大１０万トン）

さらに、
脱脂粉乳の在庫低減・乳製品の消費拡大への
⽀援も継続︕

（⾃）畜産物価格等決定に当たっての決議（12/13）

（前略）畜産物の需給の
安定等を通じた畜産経営
の安定がはかられている
か検証し、酪農家間の不
公平が生じることのない
よう運用すること

不公平是正に向けた畜安法の検証に⾔及︕

生乳需給改善対策（５７億円）等

生乳需給ギャップの改善に向け、生産者の生
産抑制の取り組みに奨励⾦を交付︕（１５万
円/頭など）
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このほか、厳しい指摘もあるなか
国産チーズの競争⼒強化対策も継続︕
（５３億円）

５年度
補給⾦ ８．６９円（＋０．４３円）
集送乳
調整⾦ ２．６５円（＋０．０６円）

合計 １１．３４円（＋０．４９円）
対象数量 ３３０万トン（▲１５万トン）



「産地生産基盤パワーアップ事業」等の予算確保と拡充

「野菜価格安定対策事業」の予算確保と同時利用期間の延長

産地生産基盤パワーアップ事業の拡充

32

（３）青果対策

予算額306億円を確保！

令和５年はいずれの場合でも同時利用が可能︕
災害の影響緩和措置を新たに措置︕

令和３年より収入保険との同時利用をしてい
る生産者は、同時利用可能な期間を延長！

令和４年度補正の81億円に加え、
令和５年度当初で156億円（所要額）を確保！

野菜価格安定対策事業の主な確保内容

国産シェア拡大対策

食料安全保障に向けて物流合理化対策や
加工・業務用野菜対策等を新設

園芸作物等の先導的取組支援

新たな担い手確保に向けた支援を新設！

果樹の改植・新植等に加え、未収益期間や
雨よけ設備の整備への支援等を新設

(これまでは、２年間の同時利用が可能であった)

果樹⽀援対策の拡充

施設整備 パレタイザー導入
（物流合理化）

加工・業務用
野菜対策

果樹の雨よけ設備
の整備

産地が一体となって行う新規就農者の確保・定着に向けた取り組みを支援
（研修園地や就農園地の部分改植や、小規模園地整備など）
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７ ＪＡグループ山形の取り組み（災害対策関係）

8月豪雨にかかる国・県への災害支援要請および生産者支援の実施
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≪国への支援要請≫

【令和4年8月豪雨にかかる藤木しんや議員による現地視察、県選出国会議員への要請】

＜８月＞

⇒ 災害に強い農業や農作物生産の維持確保に向け、藤木しんや議員が被災した現地を視察。

また、被災状況に応じた継続的かつ柔軟な復旧対策の措置・拡充、関係省庁等と連携した支援

体制の構築に向け、県選出国会議員に支援を要請。

～現地視察の様子～
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≪県への支援要請≫

【令和4年8月豪雨による被害対策に関する緊急要請】

被災した生産者の営農継続に向け、防除・施肥、種苗等の確保等をはじめとした再生産にか

かる経費支援、農機具や施設等の再建・修繕、施設撤去費用等の支援、農業用ため池や農地等

の対象外となる小規模災害に対する県単独事業の発動、県単低利資金の創設など、吉村知事に

支援を要請。

【行政と協調した生産者支援】

浸水・冠水等による被害を受けた農家組合員に対し、運転資金の利子補給支援のほか、農業

用施設等復旧のための資材及び農機具の購入経費、病害虫防除のための農薬購入経費等を支援。
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8月豪雨にかかる国・県の支援事業の拡充・強化
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Ⅲ．令和４年度

「国消国産月間」の取り組み



令和４年10月国消国産月間 国民理解醸成運動の取り組み

令和４年10月を「国消国産月間」と位置づけ、国民理解醸成と行動変
容に向けたJAグループ一体となった運動を展開

① 生産資材価格の高騰を受け、生産現場では営農継続が危ぶまれるほどの甚大な影響を受けており、国産農畜産物
の安定供給に支障をきたしかねない危機的な状況。

② 政策的支援のほか、JAグループ独自の事業支援を実施しているところであるが、中長期的には、再生産に配慮さ
れた適切な水準での国産農畜産物への価格転嫁があるべき姿であり、そのためには国民理解を醸成する取組みが
不可欠。

③ そのため、本会としては、JAグループを挙げた国民理解醸成の強化に向けた具体策として、令和4年10月を「国
消国産月間」と位置づけ、全国規模の運動を展開。

背
景

国民理解醸成のための
学習資材の展開

行動変容をはかるための
JAタウン送料無料キャンペーンの実施

【JAタウン特設ページ】
理解醸成のみならず、

行動変容（国産農畜産物
の購入）に繋げる必要

【JAタウン送料無料キャンペーン概要】
実施時期 ：2022年10月13日～11月30日
参加ショップ：95ショップ
商品数 ：4,500商品以上

※3,000円以上の商品が対象
予算 ：１億円のうち9,886万円を活用

（執行率98.9%）

キャンペーン予算額、出品商品数のみならず、
受注総額や購入者数等もすべて史上最大規模の成果

受注総額 注文人数 新規会員登録数
前年⽐ 155 ％ 160 ％ 156 ％

＜受注総額、人数、新規会員登録数実績＞
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国消国産月間を中心として、
JAグループを挙げて国民理解醸成
のための各種施策を実施！

延べ4,700万人以上に情報発信を
実施

＜WEBメディア、SNSを通じたキャンペーンPR＞ ＜⽇本農業新聞の特集号の発⾏＞

＜農⽔省・ニッポンフードシフトとの連携＞＜街頭イベントの開催＞

JAグループ静岡：10月14日静岡新聞

＜シンポジウムの開催＞

＜テレビCM、新聞広告等
での情報発信＞

＜全⻘協による情報発信動画＞

＜地域における各種取り組み＞

JA富山中央会の街頭活動の取り組み
（10月17日北日本放送）

記事表示回数等：550万回 参加者数：１万人 特集号折り込み部数等：61万部

来場者数（推定）：5千人

情報発信対象者数：約2,000万人情報発信対象者数：約2,100万人

都道府県名 対象者数合計

47都道府県合計 20,064,214

全国段階合計 27,753,500

総合計 47,817,714



40

 「みんなの食料安保！１万人シンポジウム」
への参加

 ＪＡグループ山形公式ツイッターや
ウェブサイトを活用し、「国消国産」
に関する情報発信を強化

＜ＪＡグループ山形の取り組み＞
⇒「国消国産」の意義等にかかる県民理解醸成に向けて、公式ツイッターやマスメ
ディア、フリーペーパー、イベントの場を活用したＰＲ、食農教育などを展開！

○ 個人でのオンライン参加に加え、県域団体の役職員を
対象に県域オンライン視聴会を実施

○ 友誼団体である県生活協同組合連合会に対し、消費者
等へのオンライン参加の呼び掛けを依頼
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✓県知事とＪＡ山形中央会会長との対談形式に
よる意見広告を、10月16日（国消国産の
日）付の地方紙に掲載

【広報活動費:176万円】

✓ QRコード付きオリジナル懸垂幕を製作
し、山形県JAビル駐車場に設置

【広報活動費：15万円】

✓ QRコード付きオリジナルうちわ6,000
枚を製作。県内イベント会場などで「国
消国産」の意義等にかかる学習資材など
と併せて配付し、広く消費者にPR！

【広報活動費：39万円】
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◇「山形花笠まつり」会場（8月5日、6日、7日）

◇「県農林水産祭」会場（10月15、16日）

◇「日本一の芋煮会フェスティバル」会場（9月18日）

✓ 県内イベント会場などで「国消国産」の意義等にかかる学習資材、オリジナルうちわなどを
配布し、広く消費者にPR！ 【広報活動費：5万円、消費拡大対策費：55万円】

○ 「国消国産」の学習資材も
配布！

○ ＪＡグループ山形公式ツイッ
ターを活用した県産農畜産物プ
レゼント企画も併せて実施！

各会場で配付したチラシ（本会作成）



＜贈呈内容＞
6月

サクランボを計6団体へ
7月～8月

県産米「はえぬき」1,585㎏を計30団体へ
９月～11月

庄内メロン、シャインマスカット、ラ・フランス、
りんご、ねぎなど旬の農産物を計8団体へ

11月～12月
県産新米「はえぬき」1,335㎏を計25団体へ
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✓「ＪＡグループ山形 『子どもの居場所づくり』サポートプロジェクト」の一環として、子

ども食堂へサクランボなどの旬の味覚や県産米「はえぬき」をはじめとした県産農産物とオ

リジナルランチョンマットなどの食農教育資材を寄贈！！ 【消費拡大対策費100万円】

贈呈先からお礼の手紙もいただいています！
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✓第47回「ごはん・お米とわたし」作文・図画コンクールを開催！！

応募点数は計1,067点（作文部門244点、図画部門823点）。ＪＡグループ

公式ツイッターやウェブサイトにより入賞作品を紹介するとともに、県内大

型商業施設3会場での巡回展示を実施。 【消費拡大対策費：248万円】

✓「ごはんを中心とした日本型食生活」推進に向けたオリジナル

ランチョンマットを製作し、食農教育用資材としてＪＡや行政、

保育園・幼稚園等に配付し、活用の様子はウェブサイトに掲載！！

【消費拡大対策費：100万円】

✓オリジナルランチョンマットを活用したＪＡグループ山形の食農

教育の取り組みが、令和5年度の高等学校家庭科専門科目教師用

指導書に掲載予定！

✓「国消国産」をPRする年賀テレビコマーシャルを制作し、県内の

民放４社で放映 【広報活動費：116万円】

✓フリーペーパーを活用し、県産米や米粉の消費拡大、「国消国産」

に関する記事掲載（計6回） 【消費拡大対策費：19８万円】

✓全国紙のプレゼントコーナーに県産米「はえぬき」「つや姫」「雪若丸」食べ比べセットを

提供（2月） 【消費拡大対策費：2万円】

オリジナルランチョンマット
（表面）



✓ＪＡグループ山形公式ウェブサイトおよび公式ツイッターを活用し、県産米をはじめとした県産

農畜産物プレゼント企画を展開！！ 【広報活動費：96万円】
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県産農畜産物の消費拡大に向け、ごはん
のおいしい食べ方や、牛乳や米粉を活用
したレシピなどについて情報発信！

✓ＪＡグループ山形公式ツイッターを活用し、「国消国産」の意義、県産農畜産物の消費拡大、

食農教育の取組等に関する情報発信を強化

✓フォロワー数67,000超！投稿数は197！

（２月20日現在）

＜主なプレゼント内容＞
県産米
・新米「つや姫」「雪若丸」「はえぬき」等
畜産
・山形牛ロース、庄内豚ロース
果樹・野菜
・さくらんぼ（佐藤錦・紅秀峰）、庄内メロ

ン、スイカ、だだちゃ豆、刈屋梨、シャイ
ンマスカット、ラ・フランス、庄内柿、す
もも等

花卉
・アレンジメント、啓翁桜
乳製品
・ヨーグルト、アイスクリーム

【ＪＡグループ山形公式ウェブ
サイト】令和5年2月6日現在、
累計32,000を超える応募あり！

【ＪＡグループ山形公式ツイター】
令和5年2月6日現在、累計98,000を
超える応募あり！
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Ⅳ．令和５年農政対策の
見通しと取り組みについて



出来事 対応のポイント

食料・農業・
農村基本法の
見直しの年

令和５年度の骨太方針等の策定前に
基本法見直しにかかる政府の中間と
りまとめが決定されることが想定。

その後、令和５年度中の改正基本法、
関連法案の国会提出に向け、条文等
の検討がすすめられる見込み。

【最重点】

① 丁寧な組織討議により現
場の意見を十分にふまえた
農政の展開を実現。
② 中間とりまとめにJAグルー

プの考えが反映するよう強
力に働きかけ。

食料安全保障
の強化の具体
化に向けた年

「食料安全保障強化政策大綱」等をふ
まえ、議論がすすめられる見通し。

生産資材価格の高止まりや米・生乳
の需給は予断を許さない状況。

食料安全保障関連予算の維
持・拡充、生産資材の価格や
生乳・米の需給動向をふまえ
た取り組みが必要。 47

① 基本法の見直しは、農業政策を今後数十年にわたり方向付ける極めて重要な課題。骨
太方針前に行われる政府の中間とりまとめの策定が最重要局面。

② 不安定化する世界情勢により、食料安定供給リスクが顕在化するなか、食料安全保障
強化の重要性は上昇。「食料安全保障強化政策大綱」をふまえ、食料安全保障関連予算
の拡充および万全な基本政策の確立に向けた取り組みが必要。

③ こうした情勢等をふまえ、組織討議の実施や全国大会の開催など、ＪＡグループの考え
を予算・税制等に十分反映させる農政運動を展開。

＜令和５年の農政のポイント＞

１ 令和５年の農政の見通し



政府においては、年内に、「食料安全保障強化政策大綱」（仮称）を策定の上、これに従って、国家の最重要な安全
保障施策の一つとして、今般講じた食料安全保障構造転換対策に加え、基本法の見直し結果を踏まえ、食料安全保
障の強化に向けた施策を抜本的に拡充し、思い切った食料安全保障予算の継続確保等を行い、継続的に万全な食
料安全保障強化施策を講ずること。これら施策の財源については、既存の農林水産予算に支障を来さないよう政府
全体で責任を持って毎年の予算編成過程で確保すること。

Ⅰ 「⾷料安全保障強化政策大綱」（仮称）の策定

〇 政府において、食料・農業・農村基本法の検証・見直しやそれに基づく施策の抜本的な強化等の検討を行う際は、
本提言の内容も踏まえて重点的に検証・検討を行うべき。
〇 政府においても、早期に抜本的かつ具体的な食料安全保障強化施策を展開できるよう、来年の骨太方針等の策
定前に具体的な施策の方向性を含む中間とりまとめを行い、令和５年度中の「基本法の改正案」と「関連法案」の国
会提出も視野に、検証・検討の加速化を求める。

１ 食料安全保障の在り方
〇 「平時」からの食料安全保障の確立に向け、国内生産・供給基盤を維持・強化し、自給力を含め、食料安全保障の
強化を評価する指標の検討など、施策を抜本的に強化・再構築。

２ 食料の安定供給の確保
（１）食料の安定供給の確保に向けた構造転換
〇 海外依存の高い作目・飼料作物の国内生産の拡大、国内で調達困難な食料の安定輸入（海外産地の確保、調達
先の多元化）、備蓄強化、安定供給を支える物流の強化など、過度な輸入依存からの脱却に向けた構造の転換。
（２）生産資材の確保・安定供給
〇 調達先の多元化等の安定輸入、堆肥等の国内資源の有効利用の拡大、備蓄の強化、地力増進・環境負荷軽減
の取組の促進など、安定確保・供給や生産性・品質・環境配慮の向上の取組を重点的に推進。
（３）農産物・食品の輸出の促進
〇 競争力の強化のみならず、国内の生産基盤の維持、更には食料安全保障の強化の側面があることを踏まえた、
産地の生産基盤強化、海外の市場開拓等による農産物・食品の輸出の促進。

Ⅱ ⾷料・農業・農村基本法の⾒直しに向けた論点

「食料安全保障強化政策大綱」の策定と食料・農業・農村基本法
の見直しに向けた提言ポイント（同資料より全中作成）
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（４）適正な価格形成
〇 需要に応じて生産された農産物等の再生産に配慮された適正な価格形成・転嫁が必要であり、その実現に向け、
海外の事例もふまえた仕組みづくり、生産者・事業者・消費者の役割を明確化。
（５）円滑な食品アクセスの確保
（６）国民理解の醸成
〇 学校教育等における食農教育や農業体験の充実、都市と農村の交流の促進、国産農畜産物の活用拡大の促進、
表示拡大等による消費者への情報提供の充実など。
（７）事業者・消費者の役割
〇 国内生産力の向上、適正な価格形成、環境負荷軽減の取組み等の推進の観点から見直し・後押し・育成。

３ 農業の持続的な発展
（１）多様な農業人材の育成・確保
〇 担い手を規模の大小等に関わらず育成・確保。中小・家族経営の農業者とあわせて、JAの農作業受託組織や多
面的機能支払の活動組織等の地域農業を支える組織も育成・確保。
（２）農地の確保と適正・有効利用
〇 農地の確保と適正利用の強化、農地の集約化など地域計画に基づく農地の持続的・効率的な利用。
（３）経営安定対策の充実
〇 生産者の責によらない様々なリスクが発生した際にも再生産と生産意欲が確保できるよう、農畜産物の価格（収
入）や資材価格の変動による影響緩和対策も措置。
（４）農業生産の基盤の整備及び保全
（５）研究開発、技術実装、知的財産の保護・活用
（６）家畜伝染病、病害虫等への対応強化

４ 農村の振興（農村の活性化）

５ みどりの食料システム戦略による環境負荷低減に向けた取組強化

６ 多面的機能の発揮
〇 日本型直接支払い施策について、中山間を含めた地域・農地の維持や多面的機能の発揮などの食料安全保障
強化の観点から充実することを検討。

７ 関係団体等の役割
〇 関係団体や自治体の取組強化は不可欠であり、役割・取組を位置づけ・整理し、その取組を後押し。

Ⅱ ⾷料・農業・農村基本法の⾒直しに向けた論点
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２ 水田農業対策をめぐる課題

① 主食用米について、需給改善の兆しはあるが、今後も需要は漸減することをふまえ、令
和５年産の生産量は、令和４年産実績と同水準を維持することが必要。

② 食料安全保障の観点から、食料自給率の向上を意識した輸入依存穀物（麦・大豆・とう
もろこし・その他飼料作物等）の増産に、計画的・戦略的に取り組むことが必要。

③ 今後策定される人・農地プラン法定化に基づく、「地域計画」を含め、地域の実情に応じ
た中長期的な産地の将来像をどのように考えていくか、地域で話し合っていくことが必要。
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≪大⾖≫ ≪子実用とうもろこし≫
◎国産需要大
◎自給率向上
◎環境負荷軽減
▲耐湿性低

◎需要大
◎自給率向上
◎省⼒的
◎環境負荷軽減
◎堆肥散布多
▲耐湿性低

≪⻨≫
◎国産需要大
◎自給率向上
◎環境負荷軽減
▲耐湿性低

品目 国産実績（R3） 生産努力目標（R12） 輸入量

大豆 24.7万トン 34万トン（未達） 99.8万トン（R3.,食用）

小麦 109.7万トン 108万トン（達成） 501万トン（R2実績）

大麦・裸麦 23.5万トン 23万トン（達成） 22.4万トン(R2実績)

子実用とうもろこし 0.7万トン （なし） 1,144万トン(R3実績)

≪⽶粉用⽶≫
◎自給率向上
◎転換が容易
◎⼩⻨の切替余地大
▲需要拡大が必要

出典：農林水産省「作況調査」、「大豆をめぐる情勢（令和４年９月）」、「麦をめぐる最近の動向（令和４年１０月）」、
「濃厚飼料をめぐる情勢（令和４年11月）」、「食料・農業・農村基本計画（令和２年３月）」

【食料自給率向上に向けた新たな選択肢の例】

①協議の場の設置に係る調整

②協議の実施・取りまとめ

③目標地図素案の作成

④地域計画案の取りまとめ

⑤地域計画の公告・周知
※策定主体：市町村

地域農業振興計画
（次世代総点検運動ふまえた内容）

「ヒト」「モノ」「農地」に着目したJAとしての方針

JA

地域計画（目標地図含む）の協議

・当該区域における農業の将来の在り方
・農業上の利用が行われる農用地等の区域
・その他農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

市町村

水田収益力強化ビジョン

地域
再生協

・高収益作物導入に向けた方針
・水田有効利用に向けた方針
・作目ごとの作付予定面積 ・・・等

地域計画協議への参画：整合性は取れているか？

※農業者・市町村・農業委員会・農地バンク・土地改良区等

作成した地域農業振興計画の内容を基本に、関係者※による協議の場へ参画し、中長期的な産地の将来像を描く必要

【地域計画策定に係る協議への参画】

出典：農林水産省「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針（令和４年10月）」

５年産主⾷用⽶の生産量は４年
産実績と同⽔準を維持する必要

【今後の主食用米等の需給見通し】



51

３ 畜産・酪農対策をめぐる課題

① 配合飼料価格や輸入粗飼料価格の高騰・高止まり、ヌレ子など副産物価格の下落、高水
準の脱脂粉乳在庫など、畜産・酪農経営をめぐる情勢の厳しさは継続する見込み。
② 今後も価格・経営動向を見極め、必要に応じ、機動的な働きかけを実施。他方、適正な
価格形成や飼料増産など、食料安全保障の強化に向けた構造転換対策の促進が必要。

【配合飼料価格改定額及び補塡額推移（/t）】 【輸入乾牧草価格（CIF価格）の推移（円/kg）】

経営の厳しさが継続するなか、機動的な対策とあわせ、構造転換を促進する必要

【飼料⾃給率の推移（年度、%）】 【畜産物の主な農業物価指数の推移】
H29 H30 R1 R2 R3

概算
R12
目標

全体 26 25 25 25 25 34

粗飼料 78 76 77 76 76 100

濃厚飼料 13 12 12 12 13 15
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４ 青果対策をめぐる課題

① 燃油等の生産資材の高騰・高止まりなど、野菜・果樹経営等をめぐる情勢の厳しさは継
続する見込み。食料安全保障の強化に向けては、生産資材の価格動向をふまえ、必要に
応じ機動的に対応するとともに、適正な価格形成の実現が必要。
② また、野菜価格安定制度と収入保険の同時利用、果樹の生産基盤強化、需給環境を的
確に捉えた加工・業務用野菜等の生産など、産地づくりの維持・強化に向けた施策が必要。

【農業用A重油価格の推移】 【加⼯・業務用野菜の国産割合の推移】

生産資材の⾼騰への機動的な対応に加え、産地の維持・強化に向けた施策が必要

【果樹の経営体数及び栽培面積の推移】 【産地の維持・強化に向けた取り組み】

国産6%

輸入94%

うち冷凍野菜（R2）

担い手の確保・育成 等物流合理化

果樹の改植・新植集出荷施設の整備 需要に応じた野菜生産
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【令和５年以降の主な日程等（想定）】
主な政治日程 JAグループ

【５年】
1月

23日？ 通常国会開会 11日 全中理事会（水田・畑作農業５年産取組方針）
17日〜31日 地区別組合⻑会議（３年農政対策の主な結果など）

2月 ９日 全中理事会（基本法見直しに関する基本的考え方）

3月
８日 全中理事会（政策提案骨子）
９日 全中臨時総会
上旬≪農政推進セミナー＆農政推進の集い≫

4月 統一地方選挙

5月

1１日 全中理事会（政策提案）
中旬≪基本政策推進全国大会≫

6月 骨太方針、成長戦略、規制改革実施計画？

21日？ 国会閉会

８日 全中理事会（税制要望（骨子）、品目別対策の基本的考え方）

7月 20日 全中理事会（予算要望）

8月
末　概算要求・税制改正要望

18日 全中総会

9月

10月
５日 全中理事会（税制要望、品目別政策提案骨子）

11月
水田農業対策とりまとめ

９日 全中理事会（補正予算要望？、品目別政策提案）
中旬≪基本農政確立全国大会≫

12月 甘味資源・畜産物価格決定
補正予算？、予算編成・税制改正

食料・農業・農村基本法の検証・見直し
中間とりまとめ策定？

国消国産月間


